
奈良県広域水道企業団・大阪市における 

水道技術協力に関する連携協定 

 

奈良県広域水道企業団（以下「甲」という。）と大阪市（以下「乙」という。）は、水道

事業に係る相互の技術的業務の連携を推進するため、以下のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙が水道事業に係る技術的業務の連携を強化し、相互補完によ

る相乗効果を発揮させることで、甲及び乙の水道事業をより円滑に運営することを目的

とする。 

 

 （連携の内容及び範囲） 

第２条 甲及び乙は、本協定の目的を達成するための具体的な業務については、個別に協

議のうえ、その内容を決定する。なお、甲及び乙は、協議の前提として連携推進のため

の積極的な意見交換を行うように努めることを確認する。 

２ 前項の協議により必要と判断された場合は、別途、甲及び乙の間で、連携の具体的内

容、期間、方法、費用負担等について個別の協定、覚書又は契約を締結する。 

３ 甲及び乙は、本協定が本協定の相手方以外と別途協定を締結することを妨げるもので

はないこと及び本協定に基づく業務はそれぞれの対外活動に制約を生じさせるもので

はないことを相互に確認する。 

 

（連絡担当) 

第３条 本協定に基づく連携協議の事務局は、甲は事業部技術・危機管理課とし、乙は水

道局総務部連携推進課とする。ただし、以後に部署名等変更になった場合は、実質的に

業務を継承する部署が事務局となる。 

 

 （協定期間） 

第４条 本協定の有効期間は、本協定の締結日から令和８年３月 31 日までとする。ただ

し、有効期間満了の前月末日までに相手方から協定を更新しない旨の書面による通知が

あった場合を除き、本協定は１年間更新され、その後も同様とする。 

 

 （その他） 

第５条 本協定に関して協議が必要な事項が発生した場合には、甲及び乙は誠実に協議を

行う。 

 

 本協定の締結を証するため、協定書２通を作成し、甲乙各１通を保有する。 

 

 

令和８年１月 30日 

 

 

           甲  奈良県広域水道企業団 

代表者 企業長   山下 真 

 

 

乙  大阪市 

代表者 大阪市水道事業管理者   坂本 篤則 


